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【議題提案の背景】 

 

2019 年 9 月から 10 月にかけて、連携推進委員は、全国の NGO に対して、アンケートを実施し

た。全国の NGO82 団体から回答があり、日本 NGO 連携無償資金協力についても、手引きの改善

やその他の事項について外務省へ意見や要望が寄せられている。それらを共有するとともに、

今後の手引きの改善等に向けて協議をしたい。 
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日本 NGO 連携無償資金協力の手引きの改善について 
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アーシャ＝アジアの農民と歩む会、アイキャン、ＩＣＡ文化事業協会、ＩＶＹ、アクセスー共生社会をめざす地球市民の会、アジアレインボー、アジア
開発銀行福岡ＮＧＯフォーラム、アジア協会アジア友の会、アジアキリスト教教育基金、アジアクラフトリンク、アジアパシフィックアライアンス、ア
ジア砒素ネットワーク、ＡＤＲＡ Ｊａｐａｎ、アフリカ地域開発市民の会（ＣａｎＤｏ）、アフリカ理解プロジェクト、ＡＭＤＡ社会開発機構、アム
ネスティ・インターナショナル日本、Ｅ－Ｖｉｓｉｏｎ・Ｊａｐａｎ、イカオ・アコ、ＮＧＯ福岡ネットワーク、えひめグローバルネットワーク、ＦＧ
Ｍ廃絶を支援する女たちの会、All Life Line Net、開発教育協会、関西ＮＧＯ協議会、ケア・インターナショナル ジャパン、結核予防会、ＣＯＤ
Ｅ海外災害援助市民センター、国際協力ＮＧＯ ＩＶーＪＡＰＡＮ、国境なき子どもたち、埼玉ＮＧＯネットワーク、サエア・ジャパン、ＳＥＥＤＳ
Ａｓｉａ、ＣＷＳ Ｊａｐａｎ、シェア＝国際保健協力市民の会、シェア・ザ・プラネット、歯科医学教育国際支援機構、シャプラニール=市民による
海外協力の会、シャンティ国際ボランティア会、ジュマ・ネット、ジョイセフ、シルバーアドバイザー・ネット大阪、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパ
ン、世界自然保護基金ジャパン、世界の医療団、地球市民交流基金アーシアン、地球市民の会、地球のステージ、地球の友と歩む会、チャイルド・ファ
ンド・ジャパン、テラ・ルネッサンス、シーエスアールスクエア、ワールド・ビジョン・ジャパン、名古屋ＮＧＯセンター、難民を助ける会、にいがた
ＮＧＯネットワーク、日本インターナショナル・サポート・プログラム、日本環境教育フォーラム、日本救援衣料センター、日本国際ボランティアセン
ター、日本国際民間協力会、日本障害者リハビリテーション協会、日本地雷処理・復興支援センター、日本ビルマ救援センター、パレスチナ子どもの
キャンペーン、バングラデシュと手をつなぐ会、ＨＡＮＤＳ、ＢＨＮテレコム支援協議会、ＰＨＤ協会、ピースウィンズ・ジャパン、光の子どもたちの
会、フェア・プラス、プラン・インターナショナル・ジャパン、ホープ・インターナショナル開発機構、北海道ＮＧＯネットワーク協議会、道普請人、
緑の地球ネットワーク、南太平洋医療隊、ル・スリール・ジャポン、ルワンダの教育を考える会、匿名２団体

令和元年度（２０１９年度）全国ＮＧＯ意見集約アンケート

全国ＮＧＯアンケート参加団体（５０音順）

・期間：２０１９年９月２０日～１０月５日
・方法：ネットワークＮＧＯ等を通じた

アンケート依頼

全国８２団体

概要

が意見集約に参加
（九州～北海道、実施系～ネットワーク

ＮＧＯ、比較的小規模～大規模）

１１月２８日（木）第二回ＮＧＯ外務省連携推進委員資料
連携推進委員（ＮＧＯ側委員）作成

令和元年度外務省NGO連携推進委員会アンケート結果

日本ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連）について
・２０２０年度の申請予定、２０１９年度手引きからの改定要望
・連携推進委員への相談窓口
・一般管理費申請％とその理由
ＮＧＯ環境整備支援事業・ＮＧＯ補助金について
・２０２０年度申請予定、２０１９年度手引きからの改定要望
ＪＩＣＡ草の根技術協力事業等ＪＩＣＡ事業について
・２０２０年度申請予定、２０１９年度手引きからの改定要望
その他
・ＮＧＯ外務省連携推進委員会とＮＧＯ・ＪＩＣＡ協議会の評価
・ＮＧＯ外務省連携推進委員の強化
・運営する上での最も大きな課題、日本のＮＧＯ強化策、等

アンケート内容



調査結果：ＮＧＯとＯＤＡの連携について

とても評価する
２８％（３７票）

【ＮＧＯ-外務省連携：総数１３０】 【ＮＧＯ連携推進委員：総数６６】 【外務省：総数６４】

評価する
５８％（７６票）

あまり評価しない
１２％（１５票）

全く評価しない
２％（２票）

とても評価する
３８％（２５票）

評価する
５８％（３８票）

【質問】現在のＮＧＯと外務省の連携について、連携推進委員・外務省を評価してください。
【備考】ＮＧＯ-外務省連携合計は、連携推進委員と外務省への満足度の和より算出

とても評価する
１９％（１２票）

評価する
５９％（３８票）

あまり評価しない
１９％（１２票）

NGO－外務省連携に対する満足度

とても評価する
１４％（１３票）

【ＮＧＯ-ＪＩＣＡ連携：総数８９】 【ＮＧＯコーディネーター：総数４３】 【ＪＩＣＡ：総数４６】

評価する
５３％（４７票）

あまり評価しない
２６％（２３票）

とても評価する
２６％（１１票）

評価する
５３％（２３票）

あまり評価しない
１９％（８票）

とても評価する
４％（２票）

評価する
５２％（２４票）

あまり評価しない
３３％（１５票）

NGO－JICA連携に対する満足度 【質問】現在のNGOとJICAの連携について、NGOコーディネーター・JICAを評価してください。
【備考】NGO=JICA連携合計は、NGOコーディネーターとJICAへの満足度の和より算出

全く評価しない
７％（６票）

全く評価しない２％（１票） 全く評価しない
１１％（５票）

あまり評価しない
５％（３票）

全く評価しない
３％（２票）

満足度８６％

満足度６７％



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

連携推進委員（※）への満足度理由、期待、要望（１）

・実施団体、実施を願う団体の声を外務省へ伝え、協議していただい
ていることを感謝。

・ＪＩＣＡを含めたＯＤＡ全体のデザインを率先して実施していくべ
き。（成果がみえないＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会の解散。ＯＤＡにお
けるＮＧＯ資金の増大を含む。）

・市民社会スペースの拡大と認知度の増大
・一般管理費が上がったことは評価できる
・目標として掲げていた一般管理費拡充等を達成しているから。
・一団体でできることは限られているため、業界として各団体の声を

まとめ、交渉いただけることは非常にありがたい。
・推進委員会では、数ある課題の中で優先順位を決めて交渉を進めて

いただいていますが、実務をしていて日々細かな悩みが生じます。
あまり推進委員の方に負担が行かない形で、情報交換ができたり、
アドバイスしあったりできる場があると良い。

・時間かけて一般管理費が増えたことは評価する。今後もＮＧＯの活
動が発展できるように働きかけてほしい。

・一般管理費の拡充に尽力されたこと。
・対等な立場で国際協力に参加できる環境つくり
・一般管理費の拡充がなされるなどの成果があった。１５％の要件に

ついてはハードルが高く、継続して協議いただきたい。
・難しい課題に真摯に取り組みがなされている。
・ＮＧＯが支援を受けられるように働きかけている。最新の情報も入

手できる。
・全国のＮＧＯが公平に協議して進めていく今の方向性を維持すると

ともに、より多くの中小、地方のＮＧＯが参加でき、声をあげるこ
とができるように、各地域でのヒヤリングや交流の機会を増やして
いただきたい。

・ＮＧＯの代表として全体の向上を目指すために努力して貰っている。
・日本全国のＮＧＯの声をなるべく多く外務省に届けるべく、連携推

進委員の構成メンバーも考慮され、日々努力している。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・地方ＮＧＯがこのような会議に参加するのは、なかなか難しいので、
時間・労力を割いて協議してもらっていることに感謝している。

・当団体のような小さな団体にも目を向けてくれていると思う。
・ＮＧＯの声を集め、届けてくれている。
・中小を含む全国のＮＧＯの意見を大手ＮＧＯの意見と分け隔てなく
同様に扱っていただける点。ＮＧＯの意見を集約する際の過程、丁
寧なプロセスを通じて、その代表性が担保されていると理解してい
る。外務省、ＪＩＣＡにおいては、特定の団体とＮＧＯ全体に関わ
る内容を安直に協議・決定するのではなく、連携推進委員を窓口と
して協議・交渉・決定のプロセスを進めていただきたい。

・東京中心で、地方の小規模ＮＧＯにはあまりメリットを感じられな
いので、地方での開催を希望。

・連携推進委員の業務について、分かりません。
・手引き改定で、外務省へ積極的に働きかけてくださるので評価。
・外務省だけ話していても進まない部分もあるので（総務省、文科省、
環境省等）、「ＮＧＯ－ＧＯ連携推進委員」にリニューアルすべき
で、そのためにも、ＮＧＯ側の財政的持続性を確保すべき。

・団体業務でも大参加変だと思うが、その上でＮＧＯ全体の向上のた
めに尽力されている事に感謝。

・大手のＮＧＯ中心で、小さなＮＧＯは軽視されている気がする。
・一団体では立ち向かうことができない課題についてＮＧＯ側の意見
の取りまとめや、外務省／ＪＩＣＡとの調整をしていただき感謝。

・ＮＧＯ向けスキームの向上が常にはかられているため。
・連携推進委員会の積極的な働きかけと調整によって、外務省が委員
会を尊重し、委員会を通して協議するようになり、ＮＧＯとの話合
いを重視するようになったと感じている。

・書類作りなどを指導していただき、助かりました。
・外務省との調整を進めていただき、ありがとうございます。管理費
１５％の引き上げ等、Ｎ連事業が使いやすいスキームになっている
ことを実感している。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会のＮＧＯ側委員



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

連携推進委員（※）への満足度理由、期待、要望（２）

・ＮＧＯ業界全体のために献身的に働いていただいており感謝。
・みなさん、頑張ってくださっており感謝。
・連携推進委員の体制が２年前に大きく変わり、民連室との連携が高

まったと思う。今後もこの関係を続けて欲しい。
・１０年前は、ＮＧＯとＪＩＣＡの関係は、ＪＩＣＡがＮＧＯを支援

することが多かったが、現在は、ＪＩＣＡとＮＧＯは競合関係にあ
る部分が大きくなっている。例えば、海外の事業地においては、Ｎ
ＧＯが実施できる多くの事業をＪＩＣＡが高額なコストで実施して
おり、日本国内でも、実質的には地域のＮＰＯが実施している国際
理解教育等をＪＩＣＡ委託事業としてＪＩＣＡの名前で実施、ＳＤ
Ｇｓの活動も、ＮＧＯ／ＮＰＯが小規模に実施していたものをＪＩ
ＣＡが豊富な資金をもとに実施して、ＮＧＯ／ＮＰＯの活動が危ぶ
まれている。ＮＧＯセクターとしては、ＪＩＣＡからどのように予
算を得るかという発想はやめて、外務省と連携して、限られたＯＤ
Ａ予算の効率化という観点から、予算をどのようにＮＧＯセクター
にコンバートしていくかという発想が求められている。これはＮＪ
協議会ではなく、連携推進委員会で進めるべき。

・今後も頑張ってほしい
・アンケートをもとにＮＧＯの声をまとめ、一般管理費ＵＰ、手引の

改定等、具体的な成果を着実に上げている。
・自団体の活動を維持発展させるのに必死な小さなＮＧＯの声を拾い

あげ、外務省に伝えてくれる存在があることは、とてもありがたい。
・非常に活発であるし、小規模ＮＧＯの事も考慮に入れている。
・連携推進委員の活動については評価するが、成果が得られていない。
・外務省との厳しい交渉をいつも担当してくださって、どうもありが

とうございます。
・一般管理費の拡充ができたこと
・どのような働きをしているのか、評価できる情報がない。
・外務省とＪＩＣＡに対し、ＮＧＯが困っていることを、どんどん伝

えてください。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・一般管理費増額等の成果が見られたため評価する。一方で、Ｎ連ス
キーム自体については使い勝手が年々厳しくなっているとも感じら
れ、外務省・ＮＧＯ双方の負担を減らす意味でももう少し使い勝手
が良くなるよう働きかけてほしい。

・外務省との対話を通じて、医療行為や一般管理費、規定の変更とい
う成果を達成した。今後もそうした取り組みを続けてほしい。また、
ＮＧＯの間での情報共有や異議申し立ての取りまとめの役割も期待。

・会議等に参加したことはないが、議事録等を拝見する限り、細かな点ま
で建設的に話し合いを進めておられる点が見受けられ、大変有難いと感
じている。また、アンケートの呼びかけにより、地方の参加が困難な団
体の声を拾っておられ、報告が届く点に安心感を覚える。

・一般管理費の増加など具体的な進展があるから。ＮＧＯ側と外務省側の
関係者の方々の尋常でないご努力の賜物。

・Ｎ連の一般管理費１５％引き上げ等、多大な貢献をしていただいている
ため。引き続き、現場の支援活動を円滑に行えるよう、負担のより
少ない効率的で柔軟な政府資金のスキーム改善に向けて取り組んで
いただきたい。弊会でも委員会に対する会費支払いによる資金供与や、
本アンケート等でＮＧＯとして意見を出すなど協力していきたい。

・初心者にもわかりやすく、丁寧に対応し、取り組みを応援していた
だいているため、大変助かっている。

・多くのＮＧＯの意見を集め、それを基に外務省と対話、議論している。
・ＮＧＯの声を集約し、具体的な改善に結びつけているから。
・連携推進委員の活動を十分に承知してないので。
・一般管理費の引き上げに貢献してくれたから。その他もＮＧＯの悩みを
代弁して協議にあたってくれているから。

・小規模団体にも有益な案件があると嬉しい。
・ＪＩＣＡよりは運営申請がスムースのように感じられる。
・ＮＧＯが置かれている状況をしっかりと代弁していただいている。
・外務省のスキームに対して、個別でスキームの改善を提案する余力
がないため、個別の要望を集約してくれることには意義がある。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会のＮＧＯ側委員



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

外務省（※）への満足度理由、期待、要望（１）

・変化の速い時代に即したＮＧＯを活用した取り組みを期待したい。
・一般管理費の拡充や連携推進と丁寧に対話する姿勢。ただ、毎年、

会計検査院等外部の影響もあるが、「締付け」が強くなっていて、
手引きは良くなっている反面、運用面ではどんどん非効率、硬直化
に向かっていると感じる。

・全体的にスピードを向上してほしい。
・定期的に有意義な会合が開かれている。
・協議の場を継続的に持ってくれていること、連携の機会を維持して

くれていることはありがたい。
・基本は、手引きに沿っているけど、団体や、事業の成果を鑑み、柔

軟に対応している。
・表面的政策論が多く、実際にＮＧＯが必要としているものではない

ことも多い。（ＯＤＡ政策？）
・ＮＧＯの声を聴く姿勢がありありがたい。
・判断できず。
・希望すべてではないにせよ、連携推進委員からの意見を採用してく

れている。
・評価できるほどまだ関わっていない。
・精算手続きを含め、手続きに時間がかかりすぎている。担当者は頑

張ってくれているが、なぜこんなに時間がかかるのか疑問。
・個々の担当者による。
・団体概要の財政の記入方法について、詳細な説明をしてほしい。
・対等な立場として見ていないと感じるときがある。
・引き続き、各スキームがＮＧＯにとって使いやすいものとなり、よ

り効果的なＯＤＡのスキームとなるよう協議を進めていただきたい。
・これまで当法人に外務省からの情報共有がされていないため判断で

きません。
・ＮＧＯの重要性を理解している
・ネットワーク型ＮＧＯ活動へのＮＧＯ相談事業を期待する。
・Ｎ連の管理費が１５％に増額されたことに感謝。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・ＮＧＯとの連携を拡充しようと時間・労力を割いており、実際に予
算規模も増やしているため。

・地道に活動してくれている。
・評価に際しては複合的な要素があり一言で表すことが難しい。
・ＣＳＯセクターに日本からの資金量を増加させること（連携推進委
員からの報告により）ＮＧＯ側の要請に対して、期待するアウト
プットがひきだされている。

・定期的な協議の機会を設けていただいているため。
・政府の意向と各ＮＧＯ（特に地方の小規模団体）との意思疎通がま
だ十分とは言えない。

・ＮＧＯからの意見も積極的に聞く態度は見られるため評価できる。
・ＮＧＯとの対話の場があり、意見交換が出来ている事。
・大手のＮＧＯが、優先的に審査されていると感じる。
・連携の定義が不明なため評価できず。
・ＮＧＯ事業は市民外交の重要な施策であると考えるが、あまりその
質やインパクトは重要視されておらず、書類が整っているか重視さ
れていると感じる。

・国際協力のパートナーとしてＮＧＯとの連携を進めており、管理費
の増額などＮＧＯ側の要望について一定程度受けれて、日本のＮＧ
Ｏの組織強化も支援している。

・間接費が増えることへの代償として自己資金率のアップを要求する
ことに疑問。

・外務省のこの分野の活動、基本方針を十分に理解していない
・積年の要望であった一般管理費の増額（割合増）など、ＮＧＯの活
動への理解が深まっていると思います。しかし、事業実施における
現地ＮＧＯとのパートナーシップの重要性への理解など、再考を求
めなければならない大きな点がいくつかある。企業の海外進出への
肩入れ具合に比べてＮＧＯに対する取り組みがまだ十分とは言えな
い。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会の外務省側



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

外務省（※）への満足度理由、期待、要望（２）

・ＮＧＯの意見を聞き入れ、検討、調整いただいていており、ＮＧＯ
側にいて、連携が高まっていることを実感している。

・ＮＧＯと意見交換することは賛成だが、形だけのものにならないよ
うにし、ＮＧＯの意見を少しでも政策や施策に反映してほしい。

・ＮＧＯの要請をきちんと受け止めた上で、その是非を判断している。
・交渉に真摯に応じており、前向きに提案を考慮してくれるので。今

後も規定や仕組みがなぜそのように設計されているのか、ＮＧＯ側
と検討、議論してほしい。

・大臣が代わったことで、ＮＧＯ重視の姿勢が低下するのではないか
との不安がある。

・令和元年度の変更点を拝見する限り、ＮＧＯ側の要望を可能な限り
取入れておられると感じる。

・ＮＧＯ側の意見にかなり耳を傾けてくださっている印象がある。た
だ、連携推進委員にも相談なく決められていることも多いと思うの
で、その点外務省側からの働きかけがあっても良いのではないか。

・継続的な双方の対話の場の保障
・これまで長年進展のなかった懸案事項が前に進んでいるから。
・連携推進委員会でＮＧＯと定期的に調整、スキーム改善を続けてい

ただき、日々のご対応に感謝。外務省が想定している申請や報告の
細かさの想定は過剰な部分があり、本来の援助の成果、それによる
国際社会への貢献、日本のプレゼンス向上にとってのスピードを遅
めたり、負担になっているとも感じる。

・相談体制をさらに強化していただきたい。
・対話しようとする姿勢がある。
・ＮＧＯが置かれている運営状況に少しずつ対応していただいてる。
・ＮＧＯの意見を取り入れようとする態度が感じられるので。
・ＮＧＯへの期待を示してくれた。政権や大臣に左右されないポリ

シーとしてほしい。
・ＮＧＯの期待に応えて様々な変更を実現しているため。
・ＮＧＯとの連携に前向き、報告が深い

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・１５％への引き上げを実施したため高評価。
・ＮＧＯの意見に真摯に耳を傾け、可能な課題から対応いただいている点。
・一般管理費拡充など、ＮＧＯの課題に真剣に取り組んでいると思うから。
・管理費引き上げなど、N連が使いやすいスキームになっていると実感。
・民連室はとても評価するが、外務省全体となると安全管理の対応等、あ
まり評価できない。

・外務省も認定に対しては厳しい目で財務について精査してください。
・小規模ＮＧＯから外務省へ要望を出すこと自体敷居が高い
・連携推進に参加している人たちは柔軟に考えようとしていると思うが、
実際のＮ連を担当するレベルではかえって硬直化しているため。

・外務省は雲の上の存在で、評価する以前の問題。身近に感じられない。
・Ｎ連の前払いはとても助かる。
・ＮＧＯと対話する姿勢が見え、具体的な成果もあげている点
・ＮＧＯ側との対話に積極的のように見えるから
・ＮＧＯ活動に対する理解があるため。
・危険地レベルの見直し。国連や国際ＮＧＯとしてはレベル２の認識であ
るにもかかわらず、外務省の渡航情報ではレベル４となっている地域に
おける危険地レベルの見直しを検討していただきたい。

・外務省自体がＮＧＯと相互的な話し合いをしているイメージがない。
・耳を貸していただくのは良い。結局は現場の受益者にどこまで/どれだ
け結びついているかだと考える。

・会合などで協力したいという姿勢が感じられる。一方で、案件審査や実
施に関しては柔軟性に対応いただけない傾向がある。

・話し合いの場を設定していること。財務省とのやり取りの苦労が見え
て、それぞれの立場で異なった大変さがあることも理解できた。その中
でＮＧＯの意見をきく場があることは以前に比べ評価すべき。

・対話の機会を設けていることを評価。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会の外務省側



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

NGO側コーディネーター（※）への満足度理由、期待、要望

・実施団体、無報酬で本会議、事前会合など多くの業務をこなしてい
るから頑張ってほしい。

・団体業務でも大変だと思いますが、その上でＮＧＯ全体の向上のた
めに尽力されている事に感謝。

・ＪＩＣＡスキームを活用していないのでわかりません。
・任国での社会課題にどう協働してとりくめるかという視点でも議論

を進めていただきたい。
・ＮＧＯ側コーディネーター側のマンパワー不足があるようなのでこ

れ以上の手厚いサポートを求めるには無理がある。
・相談体制をさらに強化していただきたい。
・久しくＮＧＯＪＩＣＡ協議会に出席していないので判断できない。
・日々努力していただいているとは思うが、Ｎ連のような具体的成果

が得られると尚よい
・具体的な活動が見えない。
・協議会などに参加した際、協議が建前的に進行されることが多いた

め連携を期待する。
・きめ細やかな調整を進め、ＪＩＣＡ・ＮＧＯ双方の関係構築に貢献

いただいているように思う。
・協議会を通して具体的な成果があまり見えない。ＮＧＯにとってこ

の協議会の魅力やメリットがあまり見えなくなってきている。
・ＮＧＯＪＩＣＡ協議会への出席が限られているため、判断できない。
・多様なニーズや連携が進む中で、地域でのＮＪ協議会開催など、Ｎ

Ｊ協議会そのものの改善が必要。ＮＧＯ側にとって、何をもって対
話による成果を出すかを考えながらそれに向けて、調整を進めてい
るコーディネーターの地道な働きを評価したい。

・テーマの設定について不透明な部分がある。会員/非会員ＮＧＯから
の意見集約の方法、一方的な集約ではなく相互の意見交換・協議の
場もＮＧＯで設ける必要があるのではないかと感じる場面もある。

・ＮＧＯ側の意見をとりまとめ、ＪＩＣＡとの調整をしていただいて
おり、感謝している。

※可能な限り全て記載。

・ＮＧＯの意見を取りまとめて伝えている。ただし、その成果を十分
に広報していない。

・真摯にやっていただいていると思う。
・会議の回数も年４回から２回に半減しており、ＮＧＯＪＩＣＡ協議
会のアウトプットがみえない。ＪＩＣＡ、ＮＧＯ、ＮＧＯＪＩＣＡ
協議会事務局の立ち位置、およびそれぞれの権限の範囲について明
確にし、ＪＩＣＡのウェブサイトにも掲載すべきでは。

・どういう活動をされているか知らない
・あまり団体側に有益な部分が今まではなかったため
・どうしても東京の大手ＮＧＯの意向が反映されやすい。
・情報共有が希薄なため、何をしているのかよく分からない
・必要に応じて、個々のＮＧＯへのフィードバックや聞き取りを実施
していることは評価できる。

・戦略的目標がないので、「船頭多くして船、山に登る」ことになっ
ている。ＮＧＯからの要望をまとめ、絞り込んだ方が良い。

・ＮＧＯの存在意義をしっかりと伝えている。
・ＮＧＯ全体のために時間労力を割いて活動している。
・交流会でなく、政策を変えるような本質的な議論をしてほしい
・自団体の活動を維持発展させるのに必死な小さなＮＧＯの声を拾い
あげ、ＪＩＣＡに伝えてくれている。

・引き続き、ＪＩＣＡ草の根事業がより多くのＮＧＯに使いやすいも
のになるよう、ＪＩＣＡへ働きかけていってほしい。

・みなさん頑張ってくださっており、感謝しています。
・細かくはわからないが、うまくコーディネートされていなかったよ
うに感じたので。

・目標、実績等について、十分に理解できておりません。
・ＮＧＯＪＩＣＡ協議会の成果がないので。

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＮＧＯ側コーディネーター



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

ＪＩＣＡ（※）への満足度理由、期待、要望

・より重要性の高い議題を取り上げてほしい。
・１号案件をＮＧＯが実施できるようにしてほしい。
・地域・県レベルでの対話、連携の促進を期待する。地域ネットワー

クＮＧＯへの支援制度の充実を期待する。
・申請における事務が大変。
・１０年前、ＪＩＣＡの技術支援協力で３年間事業を実施した。国際

協力の専門的な事を多く学習できた。
・窓口が事務所から遠すぎるので長らく申請していない。
・市民参加という枠組みだけでなく。途上国支援という枠組みのなか

での連携を模索していただきたい。
・草の根事業申請までの道のりが遠すぎる、相当な時間が必要と判断。

それほどの仕事量を増やすメリットが感じられない。
・研修会などをこまめに開催していただきたい。
・ＪＩＣＡとの連携がなく協議会にも参加していないため判断できず。
・ＭｕｎｄｉでＮＧＯの特集を組む等連携推進に取り組んでいる。
・ＮＧＯを下請けとして使うのではなく、パートナーとして扱ってく

れないのでは、連携や協力は成立しない。
・連携事例が少ないので。
・対話の機会を設けていることを評価
・連携している状況が見えない。
・具体的な活動内容が見えにくい。
・ネットワークＮＧＯへの支援策を検討しているから。
・地域によってＮＧＯへの対応に差が大きい
・ＪＩＣＡ側の資金的な制約がある中、ＮＧＯ側からの意見が現行の

ＪＩＣＡスキームの改善に反映されるには一定の時間が必要。
・企業に対するスキームとＮＧＯに対するスキームの規模の差が大き

い。ＪＩＣＡと連携する成果が見えにくい。
・国内事業部は、ＮＧＯへの理解と共感があり、パートナーとして支

援、連携に努めている。
・協議の場を継続的に持ってくれていることはありがたい。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・協議会においては連携に向けて対等な立場から対話を進めようとし
ている点を評価。一方、事業実施においては契約関係の甲乙として
の対応を求められ「パートナー」の実感が得られない場合が多い。

・連携はしているが、まだＮＧＯ側の意見が十分に取り入れられてい
ない状況があるように感じる。

・ＪＩＣＡ申請の提出書類が多すぎる。
・外務省よりはより近い存在。
・支配的ではなくwin winの関係になれると良い。
・事業の実施にあたってカウンターパートと問題が生じたときなどに、
ＪＩＣＡが間に入って、問題解決のために働きかけてくれた。

・草の根は人件費が低すぎるため、使いやすくしてほしい。
・実質的な連携に向けて協議する体制になっていない
・ＮＧＯのやり方を尊重する文化が欲しい。
・ＮＧＯと本当の意味でイコールパートナーとなっていない。
・ＮＧＯ関連資金総額を増やしてほしい
・市民参加だけではなく、課題部との対話の機会が必要。
・事業実施のため、頻繁に、親身に相談に乗ってくれている。
・ＪＩＣＡ不祥事（予算ショート）に対する説明が不十分。
・ＮＧＯの意見を聞く姿勢が見られることから評価できる。
・ＮＧＯＪＩＣＡ協議会の成果が見えない。協議したというアリバイ
になっているのでは。

・ＮＧＯ側の意向を汲んでくれる方が増えれば嬉しい。
・Ｎ連のようにＮＧＯ限定にすべき。草の根は実質教育機関の補助金
スキームのようになっている。

・ＪＩＣＡが各地域にあることを活かした連携をとってほしい。
・国際協力機関として、その国や分野の専門家らとのコーディネー
ションを担うような役割を担って頂けると、より専門性の高いALL
JAPAN としての支援が可能になるのではないか。

・ＪＩＣＡの社会開発予算をよりＮＧＯへ分配していくことが必要。
・熱意を感じる

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＪＩＣＡ側



調査結果：日本NGO連携無償資金協力（Ｎ連）

改定要望（抜粋）

対象団体
・初めて申請する団体の規制（例：団体収入面）を緩和すべき。
対象事業
・ソフト中心の案件も対象としていただきたい。
・上限金額の引き上げ
対象経費
・以下を直接経費の対象としていただきたい。
（一時帰国、有給休暇、法定福利費、現地パートナー団体の一般管理

費、スタッフ研修費、調査・研究経費、ＯＤＡ広報用広報担当人件
費、危険地に関わらず現地スタッフ傷害保険、任意自動車保険、研
修参加者日当、事業開始前に請求される事業期間で使用する水道光
熱費、会計ソフトやＣＡＤ等のソフトウェア等）

・海外旅行傷害保険料をセットで申請する場合、５項目単価見積書を
不要にすべき。携行品も含め６項目にすべき。

・「裨益者個人の固定資産となるもの」について必要に応じて認める
べき。（農機具等各世帯の取り組みが必要）

・研修用資機材は、「・・・等」という形で柔軟に計上させてほしい。
・専門家謝金・職員給与単価基準の公表及び上限拡充
・地方駐在者に配慮して、専門家等の日当・宿泊費は、帰国日までで

はなく、帰宅日までであるべき。
・半日当について、相手国の基準があるため、以前のように必要に応

じて一日分にしてほしい。
・修理費に発電機も入れてほしい。
・パソコンは数年で壊れるため消耗品と認識して計上できるように。
・固定資産は申請団体が一定の条件下で終了後も活用できるように。
変更関連
・現地スタッフの変更報告は対象外とすべき。
・費目移動基準の柔軟化
・変更の際の報告書・申請書は、簡潔なもので承認していただきたい。
・細部（活動に用いる物品の変更や研修回数の増減等）は変更報告の

対象外にしていただきたい。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

書類フォーマット
・重複項目をまとめるべき（ＳＤＧｓ関連箇所、事業実施計画とタイ
ムテーブル、申請書本文と総括表記載項目等）

・人件費実績表の簡素化・日報の廃止
・２年目以降の申請の簡素化
その他
・Ｎ実施要領説明会で、新規の団体には全体像を掴むことが難しい。
・スタートアップＮＧＯ（小規模）支援をしてほしい。
・送金の手間と送金手数料軽減のために、国際間での相殺を認めてい
ただきたい。（在外契約の際に、日本事務局にある資金をそのまま
活用する等）

・固定された年度の手引きに基づき契約しているにも関わらず、契約
後に手引きを一方的に変えたり、より新しい年度の手引きに基づい
て報告書を記載させることは信頼関係に関わるので、すべきではな
い。（例：完了報告書の「使用明細書」は契約時のものより詳細な、
新しい手引きに基づいて記載するように指示）

・年度ごとに手引きの変更点をまとめてＨＰに記載いただきたい。
・事業立案や評価用のスキーム（補助金では持ち出しが大きすぎる）
・事業開始日から送金までの迅速化（１ヶ月以上かかることもあり、
負担が大きい）

・申請書のページ上限が民連室からのコメントのたびに増えてしまう
ので、上限を超えないよう配慮してほしい。

・在外契約か本邦契約かは、団体が選択できるようにしてほしい。
・申請時の必要書類を２段階（①事業内容、②他書類の提出）へ。
・英語の手引き
・一般管理費基準の日本語の読解が困難であるため分かりやすくして
ほしい。

・一般管理費を％に基づいて渡し切りにしてほしい。
・パートナーシップ事業と開発協力事業の違いを明確に。
・終了報告はＪＰＦ同様４ヶ月以内に。



調査結果：日本NGO連携無償資金協力（Ｎ連）

改定要望（抜粋）

・外部審査機関や民連室の担当者により指摘点が変わり、一貫性がな
いため、以前は問題がなかった点も手引きは変更になっていないの
にも関わらず不可となったり、前任者の指摘で変更した点を担当者
が変わり申請団体が当初記載した内容に戻させられたり効率が良く
ない。遵守すべきことは、すべて手引きに記載し、記載していない
ことは団体の裁量としていただきたい。

・外部審査機関による指摘が何を根拠とするものか理解できない。例
えば、先行案件の経験に基づいたＮ連の適正な管理に必要な邦人・
現地スタッフの人役の配置であっても、過剰と判断され、削減を指
摘される。また、事業期間についても、過去の経験から活動の実施
および持続発展性を確保するのに必要な期間を設定していても、見
直し（短縮）を指摘される。また、外部審査機関の担当者による判
断の過剰なゆらぎもあり、対応に苦慮する。さらに、要綱に書かれ
ていない、もしくは外務省から具体的な判断基準が提示されていな
い事項について、外部審査機関の意見が過剰に重要視される傾向に
ある。外部審査機関の「意見」を尊重すべきとは考えるが、要綱に
書かれていないことを「判断」すべき機関ではないと考える。

・手引きには記載がないにも関わらず、申請時の人件費単価の設定が
月ごとの上限とされてしまい、退職による人員の交代が発生した際
も含め、実質的な自己負担増につながっている。人件費について、
予算書に記載した単価を超える分はどのような理由であれ、計上が
認められないと担当者に強く言われる。

・手引きには明記されていないが、既にＮ連で助成を受けた事業の２
期目は認められない。第１期目の事業を通して成果を見せることが
できて、現地の関係者から信頼を寄せてもらえる。そこで継続が許
されないのは非常にもったいない。

・終了報告後から返還金請求まで、外部審査機関からの質問や回答に
時間がかかりすぎている。一連の手続きを簡素化してほしい。

・現地駐在員の就労ビザ申請に対して大使館に支援いただきたい。
・審査に時間がかかりすぎる。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・全体的な申請・報告書類作成や調整の負荷軽減。ＮＧＯ側で実質的
な長時間労働につながっている。（日報にしても、会計の大小の
ルールにしても、日本人ですら理解や手間がかかるものを、途上国
で置かれてきた環境が全く異なり、仕事における文化や価値観が違
う現地スタッフが必要な部分を理解して、経理業務や日報対応をす
る等は非常に大きな負担）膨大なペーパーワークに忙殺され、外務
省、ＮＧＯ双方が、担当者レベルでも組織レベルでもそのために相
当なコストをかけ、消耗している。説明責任はもちろん必要だが、
より上位の視点に立って、官民の力を合わせて、国際課題への対応
を質・量ともに改善させ、海外における日本のプレゼンスを向上さ
せることが重要、柔軟で効率的な事業ができるようにすべき。

・担当者によって、規定の運用が異なるため異議申立窓口が必要。
・事業途中での様々な変更は、「刻々と変化する事業地の実態の変化
に合わせて事業の質を高める奨励されるべき行為」にも関わらず、
Ｎ連では、変更がマイナスのように捉えられている。近年、予算に
変更がない範囲でも変更報告や申請基準が急に厳しくなっており、
また認められても非常に時間がかかる。現状では、現地の状況が変
わっているにも関わらず、当初計画から状況は変わっていないとい
う前提で、現地の実情と離れた事業運営を行わざるを得なくなって
いる。変更は、刻々と変化する状況を的確に見極め、質を高める奨
励されるべき行為という共有認識を持ち、柔軟性を高めてほしい。

・複数年のプロジェクトにおいて初年度でクリアした課題について、
再度説明やそれ以上の情報を求められること。

・外部審査の質問内容に疑問を感じるものが本年度は多い。例：資材
費が昨年に比べ１．５倍に高くなっているのはなぜか？など・・。
どんな回答を望んでいるのかわからない。

・外部審査機関の選定基準項目に、ＮＧＯの理解度を入れてほしい。
・民連室審査や外部審査のやり取りを効率よく進めるためにも、最初
に指摘する際に、民連室側の指摘を取りまとめてからＮＧＯに送付
すべきで、何度も新たな指摘がないようにすべき。



調査結果：日本NGO連携無償資金協力（Ｎ連）

改定要望（抜粋）

・「過去案件の完了報告・精算が終了していること」が新規案件採択
の条件にされたが、完了報告に対する審査に１～２年を要する場合
が少なくなく、その間に外務省側の担当者が人事異動で交代するこ
とで、さらに手続きに時間を要する。コメントに対しＮＧＯ側が迅
速に返答することも重要だが、外部審査機関や民連室の返答に長期
間待たされる場合が多い。

・「過去案件の完了報告・精算が終了していること」について、ＮＧ
Ｏ側が完了報告が提出されることは条件のままで構わないが、精算
は外務省側に要因があり、それを条件にすることは適切ではない。

・完了報告や会計報告の提出から何年も経過してから、内容に関して
の質問等が続き、いつまでたっても終わらない。

・会計報告の支出明細の１件１件について外部審査機関が細かく
チェックするようになっており、事業国における外部監査のチェッ
クと重複している。実施団体の作業負担面からも、Ｎ連事業のコス
ト面からも、この重複を解消すべき。

・事業実施国の物価によって金額が異なるのは当然にも関わらず、こ
の金額でこの成果だと成果が小さすぎると指摘を受けた。物価が高
い国では事業ができなくなる。

・いわゆる危険地での事業で、安全管理について契約書の記載が、出
張や退避等の判断において外務省・大使館の判断に従わなければい
けない（以前は、両者の協議）という方向に変わりつつあり、ＮＧ
Ｏの自主的判断が尊重されない方向になっている。

・安全管理について現地大使館ではＯＫでも本省で承認されず、進捗
に影響が出ているだけでなく、日帰り出張などで駐在員の健康に問
題が生じている。

・同一地域での事業実施について採択へのハードルが高くなっている。
事業の効果と持続発展性を確保するためには、同一地域で一定の期
間事業を実施することが必要であり、先行案件の経験を踏まえて立
案され、発展を目指す案件による効果に対してより評価すべき。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・設定した指標の根拠を問われることが多いが、事業実施前に調査を
行うことは困難。実際に案件が成立するか、審査にどれぐらい時間
がかかるかも分からない状況では、調査がムダになる可能性が高く、
少なくとも初年度の事業については仮指標として設定することを認
めていただきたい。


